
○さぬき市家具類転倒防止等対策促進事業補助金交付要綱 

令和４年５月１２日 

告示第１０５号 

さぬき市家具類転倒防止対策促進事業補助金交付要綱（令和元年さぬき市告示第

４７号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、地震発生時における家具類の転倒等による被害及び火災の発

生による２次被害を軽減するため、家具類転倒防止等器具を購入し、居住する住

宅に設置する者に対し、家具類転倒防止等対策促進事業補助金（以下「補助金」

という。）を予算の範囲内において交付することについて、さぬき市補助金等交

付規則（平成２５年さぬき市規則第２２号。以下「規則」という。）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 

(1) 家具類 生活の用に供する家具、家電製品その他市長が認めるものをいう。 

(2) 家具類転倒防止器具 地震発生時に住宅（市内において次条第１項に規定す

る補助対象者が現に居住しているものに限る。以下同じ。）の家具類の転倒を

防止するための器具で、市長が認めるものをいう。 

(3) 感震ブレーカー等 一定以上の地震の揺れを感知した場合に電力供給を遮断

し、火災の発生を防ぐ機器であって、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定

める基準を満たすものをいう。 

ア 分電盤タイプ 一般社団法人日本配線システム工業会の感震機能付き住宅

用分電盤（ＪＷＤＳ０００７付２）の規格で定める構造及び機能を有するも

の 

イ 簡易タイプ又はコンセントタイプ 感震ブレーカー等の性能評価ガイドラ

インに定める性能評価に基づき、一般財団法人日本消防設備安全センターの

認証を有するもの 

(4) 家具類転倒防止等器具 家具類転倒防止器具及び感震ブレーカー等をいう。 

（補助対象者等） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、

次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 市内に住所を有すること。 

(2) 第７条の規定により補助金の交付の申請及び実績報告を行う時点において本

人及び本人と同一世帯に属する者が納付すべき納期限の到来した市税を完納し



ていること。 

２ 補助金は、一の世帯につき、当該世帯に属する補助対象者のうち１人のみに対

し１回限り交付する。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助

対象者による家具類転倒防止等器具の購入及び設置に要する経費で市長が認める

ものとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（１，０００円未

満の額があるときは、これを切り捨てた額）と１万円とを比較して、いずれか少

ない額とする。 

（補助金の交付申請等に係る手続） 

第６条 補助金の交付の申請から補助金の額の確定までに係る手続は、規則第１３

条の規定により、次条及び第８条に定めるところによる。 

（補助金の交付の申請及び実績報告） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、家具類転倒防止等対策促進事業補助

金交付申請書兼実績報告書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提

出しなければならない。 

(1) 領収書その他の補助対象経費の支払を確認できる書類の写し 

(2) 家具類転倒防止等器具の設置前後の家具類の写真 

(3) 前２号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による補助金の交付の申請及び実績報告（以下「交付申請等」とい

う。）は、家具類転倒防止等器具を住宅に設置した後、当該設置した日の属する

年度の３月３１日までに行わなければならない。 

（補助金の交付の決定及び額の確定） 

第８条 市長は、交付申請等があったときは、その内容を審査し、適当と認めたと

きは、補助金の交付を決定し、補助金の額を確定するものとする。この場合にお

いて、市長は、規則第１４条の規定による補助金の交付の決定の取消し及び補助

金の返還に関する事項、規則第１６条の規定による書類等の整備に関する事項並

びに規則第１７条の規定による検査等に関する事項を交付の条件として付するも

のとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定し、補助金の額を確定したとき

は、当該交付申請等を行った者に対し、当該決定し、及び確定した内容並びに同

項後段の規定により交付の条件として付した事項を家具類転倒防止等対策促進事

業補助金交付決定及び交付額確定通知書（様式第２号）により通知するものとす

る。 



３ 市長は、第１項の規定による審査により補助金を交付することが適当でないと

決定したときは、当該交付申請等を行った者に対し、理由を付してその旨を書面

により通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第９条 補助金の請求及び交付に係る手続は、規則第１２条第１項に定めるところ

による。 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年５月１２日から施行し、令和４年度分の補助金から適用す

る。 

附 則（令和５年告示第６４号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後のさぬき市家具類転倒防止対策促進事業補助金交付要綱

の規定は、令和５年度分の補助金から適用する。 

   附 則（令和７年告示第２９号） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行し、令和７年度の補助金から適用する。 

  



様式第１号（第７条関係） 

年  月  日   

 

さぬき市長 殿 

 

              申請者 住所                 

                  氏名               

                  電話番号                 

 

家具類転倒防止等対策促進事業補助金交付申請書兼実績報告書 

 

 家具類転倒防止等対策促進事業補助金の交付を受けたいので、さぬき市家具類転

倒防止等対策促進事業補助金交付要綱第７条の規定により、次のとおり補助金の交

付を申請します。 

 なお、同要綱第３条の規定による補助対象者であることを確認するため、市長が

世帯の状況及び世帯構成員の市税の納付状況等を調査することに同意します。 

 

記  

１ 申請年度        年度 

 

２ 申請金額            円 

 

３ 世帯の状況  

 氏名 続柄 生年月日 住所 

1  
申請者
本人 

  

2     

3     

4     

5     

6     

４ 添付書類 

(1) 領収書その他の補助対象経費の支払を確認できる書類の写し 

(2) 家具類転倒防止等器具の設置前後の家具類の写真 

(3) その他市長が必要と認める書類 



様式第２号（第８条関係） 

第     号   

年  月  日   

 

           様 

 

 

さぬき市長        印   

 

 

家具類転倒防止等対策促進事業補助金交付決定及び交付額確定通知書 

 

 

    年  月  日付けで申請のあった家具類転倒防止等対策促進事業補助

金の交付について、次のとおり決定し、交付額を確定したので、さぬき市家具類転

倒防止等対策促進事業補助金交付要綱第８条の規定により通知します。 

 

記 

 

 

１ 交付確定額              円 

 

２ 交付の条件 

 (1) 市長が必要があると認めるときは、関係職員に書類等の検査をさせ、又は家

具類転倒防止等器具の設置状況について実地検査を行うことがあること。  

(2) 市監査委員から要求があるときは、いつでも監査を受けること。 

(3) 次のアからウまでのいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定の全部

又は一部を取り消すこと。また、既に交付した補助金があるときは、期限を定

めてその全部又は一部の返還を求めること。 

ア さぬき市補助金等交付規則又はさぬき市家具類転倒防止等対策促進事業補

助金交付要綱に違反したとき。 

 イ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受け、又は受けようとしたと

き。 

  ウ その他補助金の交付に関して、市長の指示に従わなかったとき。 


